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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号）に

基づいて作成しております。 

１【四半期財務諸表】 

(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円） 

前事業年度 
（平成26年３月31日） 

当第３四半期会計期間 
（平成26年12月31日） 

資産の部 

流動資産   

現金及び預金 1,970,574 2,463,321 

営業未収入金 226,261 250,626 

有価証券 150,000 137,500 

たな卸資産 11,785 13,166 

銀行代理業務未決済金 45,558 33,426 

生命保険代理業務未決済金 1,784 － 

その他 37,404 53,122 

貸倒引当金 △ 199 △ 177 

流動資産合計 2,443,169 2,950,986 

固定資産   

有形固定資産 

建物（純額） 881,871 860,403 

土地 1,236,664 1,240,306 

その他（純額） 105,331 119,346 

有形固定資産合計 2,223,867 2,220,055 

無形固定資産 60,333 66,471 

投資その他の資産 

その他 77,183 82,306 

貸倒引当金 △ 2,789 △ 2,618 

投資その他の資産合計 74,393 79,687 

固定資産合計 2,358,595 2,366,215 

資産合計 4,801,764 5,317,201 
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（単位：百万円） 

前事業年度 
（平成26年３月31日） 

当第３四半期会計期間 
（平成26年12月31日） 

負債の部 

流動負債   

営業未払金 51,844 77,934 

未払金 368,446 218,981 

生命保険代理業務未決済金 － 6,183 

未払法人税等 5,409 2,763 

預り金 312,838 252,301 

郵便局資金預り金 1,160,000 1,190,000 

賞与引当金 82,003 20,739 

店舗建替等損失引当金 309 130 

その他 100,138 195,077 

流動負債合計 2,080,989 1,964,111 

固定負債 

退職給付引当金 2,127,992 2,329,954 

店舗建替等損失引当金 198 198 

繰延税金負債 661 682 

その他 30,949 34,382 

固定負債合計 2,159,802 2,365,218 

負債合計 4,240,791 4,329,329 

純資産の部   

株主資本 

資本金 100,000 400,000 

資本剰余金 300,000 600,000 

利益剰余金 160,972 △ 12,248 

株主資本合計 560,972 987,751 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － 119 

評価・換算差額等合計 － 119 

純資産合計 560,972 987,871 

負債純資産合計 4,801,764 5,317,201 
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(2)【四半期損益計算書】 

【第３四半期累計期間】 

                     （単位：百万円） 

営業収益 

郵便業務等収益 1,325,821 1,358,429 

銀行代理業務手数料 460,939 456,713 

生命保険代理業務手数料 275,418 270,192 

その他の営業収益 25,906 32,673 

営業収益合計 2,088,086 2,118,008 

営業原価 1,882,128 1,954,771 

営業総利益 205,957 163,236 

販売費及び一般管理費 137,917 145,507 

営業利益 68,040 17,729 

営業外収益 

 受取賃貸料 8,771 8,811 

 その他 5,802 5,215 

 営業外収益合計 14,573 14,027 

営業外費用 

賃貸費用 5,072 5,166 

株式交付費 － 2,100 

その他 1,261 946 

 営業外費用合計 6,333 8,213 

経常利益 76,280 23,543 

特別利益 

 固定資産売却益 136 105 

 移転補償料 385 384 

受取補償金 317 － 

特別利益合計 838 489 

特別損失   

固定資産除却損 2,077 1,434 

減損損失 2,257 3,427 

システム契約解約損 1,563 － 

老朽化対策工事に係る損失 － 5,285 

その他 38 94 

特別損失合計 5,936 10,242 

税引前四半期純利益 71,182 13,791 

法人税、住民税及び事業税 5,504 △ 3,633 

法人税等調整額 6 △ 45 

法人税等合計 5,511 △ 3,678 

四半期純利益 65,671 17,469 

前第３四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 

至 平成25年12月31日）

当第３四半期累計期間 

（自 平成26年４月１日 

至 平成26年12月31日）
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26号 平成 24年５月 17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25号 平成 24年５月 17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35項本文及び退職給付適用指針第 67項本文に掲げられた定めについて

第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期

間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に

基づく割引率を使用する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割

引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半期

累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第３四半期累計期間の期首の退職給付引当金が 181,968 百万円増加し、利益剰余金が 181,968 百万円減

少しております。また、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ 1,069 百万円

増加しております。 

（四半期貸借対照表関係） 

偶発債務に関する事項 

一部の借入郵便局局舎の賃貸借契約については、当社がその全部又は一部を解約した場合において、貸主から解約補

償を求めることができる旨を契約書に記載しております。解約補償額は、貸主が郵便局局舎に対して投資した総額のう

ち、解約時における未回収投資額を基礎に算出することとしておりますが、平成 26年 12 月 31 日現在、発生する可能

性のある解約補償額は次のとおりであります。 

前事業年度 

（平成 26年３月 31日） 

当第３四半期会計期間 

（平成 26年 12 月 31 日） 

113,858 百万円 106,621 百万円 

なお、当社の都合により解約した場合であっても、局舎を他用途へ転用する等のときは補償額を減額することから、

全額が補償対象とはなりません。 

（四半期損益計算書関係） 

   当社は、事業の性質上、営業収益に季節的変動があり、上半期に比し、下半期の割合が多くなる傾向があります。 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に

係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

前第３四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 

至 平成25年12月31日）

当第３四半期累計期間 

（自 平成26年４月１日 

至 平成26年12月31日）

減価償却費 70,686 百万円 68,963 百万円 
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（株主資本等関係） 

前第３四半期累計期間（自 平成 25年４月１日 至 平成 25年 12 月 31日） 

配当金支払額 

決  議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

配当の 

原資 

平成25年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 15,015 3,753.87 平成25年３月31日 平成25年６月28日

利 益 

剰余金 

当第３四半期累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年 12 月 31日） 

１．配当金支払額 

決  議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

配当の 

原資 

平成26年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 8,721 2,180.39 平成26年３月31日 平成26年６月27日

利 益 

剰余金 

２．株主資本の著しい変動 

当社は、平成 26年９月 30日付で、株主割当による新株の発行を行いました。この結果、当第３四半期累計期間にお

いて資本金が 300,000 百万円、資本準備金が 300,000 百万円増加し、当第３四半期会計期間末において資本金が 400,000

百万円、資本剰余金が 600,000 百万円となっております。 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成 25年４月１日 至 平成 25年 12月 31 日） 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）   

 報告セグメント 
その他 合計 

郵便・物流事業 窓口事業 計 

営業収益     

外部顧客に対する営業収益 1,325,866 762,219 2,088,086 － 2,088,086

セグメント間の内部営業収益 8,411 135,201 143,612 － 143,612

計 1,334,278 897,420 2,231,698 － 2,231,698

セグメント利益 13,462 54,577 68,040 － 68,040

（注）一般企業の売上高に代えて、営業収益を記載しております。 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調

整に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 68,040

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

四半期損益計算書の営業利益 68,040
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Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年 12月 31 日） 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）   

 報告セグメント 
その他 合計 

郵便・物流事業 窓口事業 計 

営業収益      

外部顧客に対する営業収益 1,358,571 759,436 2,118,008 － 2,118,008

セグメント間の内部営業収益 8,416 135,783 144,199 － 144,199

計 1,366,987 895,220 2,262,208 － 2,262,208

セグメント利益又は損失（△） △ 11,260 28,989 17,729 － 17,729

（注）１．一般企業の売上高に代えて、営業収益を記載しております。 

２．第１四半期会計期間より、従来の「郵便事業」から「郵便・物流事業」、「郵便局事業」から「窓口事業」へと

セグメントの名称を変更しております。なお、前第３四半期累計期間のセグメント情報は、変更後の名称を用

いて表示しております。 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調

整に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 17,729

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

四半期損益計算書の営業利益 17,729

（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 前第３四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 

至 平成25年12月31日）

当第３四半期累計期間 

（自 平成26年４月１日 

至 平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16,417.93 2,897.55

（算定上の基礎）  

四半期純利益 （百万円） 65,671 17,469

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 65,671 17,469

普通株式の期中平均株式数 （千株） 4,000 6,029

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないので記載しておりません。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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２【その他】 

該当事項はありません。 



本資料は、日本郵便株式会社法第 18条の規定に基づき公衆の縦覧に供することを目的と

するものであり、株式その他の有価証券の勧誘を構成するものではありません。 


